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番号 都道府県名
申請主体名

（地方公共団体名）
特区の名称

特区の区域
の範囲

特区計画の概要 特例措置の番号 特例措置の内容

1 北海道 東川町
写真文化首都

「写真の町」東川
町ワイン特区

北海道上川郡東
川町の全域

　東川町は、醸造用ぶどうの作付面積を広げている
が、現在、栽培農家と醸造所が無く、農業活動、特産品
振興等の継続が課題となっている。一方で栽培と醸造
の取組を志す者はいることから、特例措置を活用し、町
づくり計画に定める東川産ワイン事業、地産地消・産地
直売事業、東川産農産物を活かした商品開発等を連携
させ、町内で自ら栽培したぶどうを自らの手によってワ
イン製造ができる体制を整え、農業活動や特産品振興
等を推進する。

 709（710,711） 特産酒類の製造事業

2 福島県 葛尾村
葛尾村どぶろく

特区
福島県双葉郡葛

尾村の全域

　葛尾村は2011年の震災以降、農業復興に尽力してき
たが、震災10年を迎え、今後は地域の農産物を使い、
地域で加工された産品をもとに、関係人口を増やして
いくことを目指している。特例措置を活用した「どぶろく」
の製造を契機として宿泊者の増加、都市と農村の交流
拡大を通じた地域の活性化に取り組む。

707(708)
特定農業者による特定酒

類の製造事業

3 神奈川県 相模原市
さがみはらのめ
ぐみワイン特区

相模原市の全域

　相模原市では、農業従事者の高齢化、担い手の不足
などにより経営耕地面積が縮小し、農地の荒廃化が進
行するなどの課題を抱えている。
規制の特例措置を活用することで、地域の特産物を原
材料とした果実酒及びリキュール製造事業者の参集を
促し、地産地消の推進、新たな雇用の創出、交流人口
の増加による地域の活性化を図る。また、生み出され
る果実酒やリキュールは本市の新しい特産品として付
加価値を向上させ、ブランド化を促進し、農業者の所得
向上、新規就農者の定着や耕作放棄地の拡大抑制に
取り組む。

 709（710,711） 特産酒類の製造事業

4 岡山県 真庭市
食べることを楽し
む子どもの給食

特区
真庭市の全域

　真庭市美甘地域では人口の減少により、入園児数の
減少が続いている。また、食材の確保は、地域内の商
店が閉店したため遠方の業者による配送を受けている
が、少量なこともあり、食材の確保に支障をきたしてい
る。隣接地区の比較的大規模な認定こども園で調理し
たものを配送することにより、食材確保の問題が解消さ
れ、児童への安定した給食の提供が可能となり、さらに
スケールメリットにより価格も抑えられる。また、削減さ
れた経費を必要に応じた保育サービスの充実に充てる
ことが可能となる。

920
公立保育園における給食
の外部搬入方式の容認事

業

5 山口県 萩市 萩市ワイン特区 萩市の全域

　萩市の観光入込客数は年間約400万人であるが、歴
史やまちなみを目的とした観光が多く、自然や食を活か
した観光コンテンツの充実による市全域への経済効果
等の波及が課題となっている。このため、市内産の果
物を市内で醸造するなど「地域の資源を地域内」で活
かす食の体験型プログラム等の提供により新たな顧客
層を発掘し、交流・関係人口の拡大を図る。特例措置を
活用した「ワイン」の製造は、本市の自然や食資源を活
用したコンテンツの充実となるため、高付加価値化によ
る農業者所得の向上と地域への経済効果の波及が期
待できる。

709（710、
711）

特産酒類の製造事業

6 鹿児島県 錦江町
錦江町ワイン特

区
鹿児島県肝属郡
錦江町の全域

　錦江町は海岸から高原までの気候を活かした茶、
ピーマン、肉用牛などを営む農業と西日本最大級の照
葉樹林、花瀬自然公園を有するなど、多くの観光客が
訪れる農山村地帯である。
近年、特定農業者においては、ワイン用ブドウの生産
に取り組み、品種の定着や収穫量も安定しつつあり、
醸造施設の建設を予定している。地ワインの生産は、
雇用の創出、食の満足度の向上、さらに観光面でも貴
重なコンテンツとなるため、規制の特例措置を活用し、
小規模な施設における酒類の製造・販売といった取組
を通じ、意欲のある事業者を支援し地域活性化を図る。

709（710、
711）

特産酒類の製造事業

7 沖縄県 浦添市
浦添市児童発達
支援センター給

食搬入特区
浦添市の全域

　浦添市では、近年の発達支援事業ニーズの高まりを
受け、本市障がい福祉関連複合施設内に児童発達支
援センターの設置を予定（令和3年4月1日）しているが、
本施設内で給食の調理ができる調理室の整備等が課
題となっている。
本特例措置を活用して給食を外部搬入することで、調
理室スペースの簡略化に加え、運営コストの合理化に
もつながり、センター全体の経営安定と地域の中核的
な支援拠点としての療育の質の向上、相談支援体制の
強化などを図ることが可能となる。

939
児童発達支援センターにお
ける給食の外部搬入方式

の容認事業
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